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株式会社　新生銀行

● 消費者金融ビジネスにおける法規制や環境の急激な変化への対応  ～ のれん・無形資産の減損及び

不良債権処理額の増加等により当期純損失６０９億円、なお銀行単体は当期純損失４１９億円。

● 業務粗利益は、対前年度比２％減の２,６８３億円。非金利収入比率は６４.４％（前年度６９.９％）。

● 実質業務純益は、対前年度比１４％減の１,１８３億円。

● リテール預金は、引き続き拡大（個人預金３兆５，４５８億円、前期末比+４,６４１億円）。

一方、貸出金も増加（５兆１,４６３億円、前期比+１兆５８８億円）

● 自己資本比率（バーゼルⅡ、Ｆ-ＩＲＢ）は１３.１３％、TierⅠ比率は８.１１％。

● ２００６年度の財務・業績に対し、当行社長のポルテは以下のとおりコメントしております。

 「２００６年度は、消費者金融業界を取り巻く環境の大きな変化など様々な課題に直面しました。当行は、これらの

 変化に対して前倒しで様々な施策を実施してまいりましたが、この迅速かつ断固とした対応により、課題を将来の

 発展の機会に転換し、収益力の伴う成長を実現して行きたいと考えています。 」

２００６年度連結業績のポイント
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株式会社　新生銀行

【2006年度決算の概要】
１．損益の状況
【連結】 （億円）

Line
No.
1 業 務 粗 利 益　  
2 資 金 利 益
3 役 務 取 引 等 利 益
4 特 定 取 引 利 益
5 そ の 他 業 務 利 益  
6 経 費　　　　
7 実 質 業 務 純 益
8 不 良 債 権 処 理 額
9

10 退 職 給 付 関 連 費 用
11 固 定 資 産 処 分 損 益
12 償 却 債 権 取 立 益
13 の れ ん 減 損 損 失（△）
14 無 形 資 産 減 損 損 失（△）
15 そ の 他 （△ は 損 失）
16

17 法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税
18 法 人 税 等 調 整 額
19 少 数 株 主 利 益
20 当 期 純 利 益（△は当期純損失） *1
21 キ ャ ッ シ ュ 調 整 後 ベ ー ス *2
22
23 貸倒引当金繰入
24 貸出金償却・債権処分損
25 リース原価に含まれる不良債権処理額
26 不良債権処理額
27 上記の区分表記は経営管理上のものであり、基本的に単体（経営健全化計画ベース）と同様の基準で作成しており
28 ますが、開示の適切性の観点から必要な組み替えを行っております。
29 *1～2006年度は、消費者金融ビジネスにおける臨時的なコスト(*)が含まれております。
30

31

32

33 *2～2006年度は､当期純利益からのれんに係る償却額及び無形資産償却とそれに伴う繰延税金負債取崩を除いた
34 　　ものであります｡なお2005年度は、アプラス・昭和リースの連結に関するものに限定しております｡
35
36 （参考）ビジネスライン別損益状況*【連結】 （億円）

37

38 業務粗利益

39 経費

40 実質業務純益 ※ ㈱アプラス、昭和リース㈱ 内訳
41

42

43 業務粗利益

44 経費

45 実質業務純益

46 不良債権処理額

47

48 業務粗利益　※※

49 経費 ※※うち仕組預金関連収益
50 実質業務純益 　　2006年度：113億円

51 不良債権処理額 　　2005年度：197億円

52

53

                   - △550 
△400                    - △400 

*上記の区分表記は経営管理上のものであり、基本的に単体（経営健全化計画ベース）と同様の基準で作成しております。
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※

△ 49

820
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不良債権処理額(△取崩)

538

1,122
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440

15 

△550 

税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失）
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1,377 

15 
26 

9 
△97 
△98 
140 

△194 
218 
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1,019 
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132 

前年度比増減
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(*)アプラス～のれん減損550億円、無形資産減損400億円とそれに伴う繰延税金資産負債取崩162億円、利息返還関連費用115億円
<貸倒引当金繰入16億円､その他損失99億円>、早期退職他リストラ費用64億円、不良債権譲渡損<貸倒引当金繰入>12億円）、なお、
不良債権処理額として臨時的なものを含め、総額491億円<前期304億円>を計上しております。シンキ～持分法投資損失146億円､等
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株式会社　新生銀行

【単体】 （億円）
Line
No.

1 業 務 粗 利 益　 *

2 資 金 利 益

3 役 務 取 引 等 利 益　*

4 特 定 取 引 利 益

5 そ の 他 業 務 利 益  

6 経 費　　　　

7 人 件 費

8 物 件 費

9 税 金

10 実 質 業 務 純 益　*1

11 株 式 等 損 益

12 貸 出 金 償 却

13 そ の 他 の 債 権 売 却 損・処 分 損 等

14 退 職 給 付 関 連 費 用

15 そ の 他 損 失 ・ 費 用

16 経 常 利 益

17 特 別 損 益

18 固 定 資 産 処 分 損 益 (△ は 損 失)

19 償 却 債 権 取 立 益　

20 貸 倒 引 当 金 戻 入 益　*2

21

22

23 法 人 税 住 民 税 及 び 事 業 税

24 法 人 税 等 調 整 額

25 当 期 純 利 益 (△は当期純損失)　*3
26

27 一般貸倒引当金繰入額

28 個別貸倒引当金純繰入額(△取崩)

29 特定海外債権引当勘定繰入額(△取崩)

30 貸倒引当金繰入額(△取崩)　*2

31 貸出金償却・債権処分損

32 不良債権処理額 （△取崩）

33

34 *2～貸倒引当金は全体で取崩超のため特別利益に計上（2006年度：20億円、2005年度：54億円）

35 *3～2006年度は、消費者金融ビジネス関連の投資損失(*)を含んでおります。

36
37

38 （参考）【連結】* 　　（単位：億円） （参考）【単体】 　　（単位：億円）

39

40

41

42 * *

43

44 * *

45

46

47

48 * *

49

50

51 *～区分表記は年度損益の状況と同様であります。

そ の 他 の 特 別 損 益 (△ は 損 失)　*3

税引前当期純利益 (△は税引前当期純損失)

458 
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120 

776 

471 

549 

55 

14 

－

20 

△550 

1,325 

597 

35 

△1,021 

304 

436 

18 

△27 

△1,034 

54 

1,424 

531 

509 

202 

180 

99 

0 

44 

△3 

△142 

8 

△51 

△53 

△60 

691 

39 

38 

732 

296 

397 

前年度比
増減

△99 

66 

△133 

－

△59 

△0 

△54 

△96 

41 

13 

2006年
1～3月

△1,167 

0 

34 

23 

11 

2007年
1～3月

48 

△48 

9 

61 

23 

3 

1 

604 

△1 △8 

5 

△1 

666 

7 

△22 

経 費

業 務 粗 利 益

△419 

△73 

0 

そ の 他 業 務 利 益

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益

△49 

748 

345

(*) ｱﾌﾟﾗｽ優先株式減損980億円、ｱﾌﾟﾗｽ普通株式投資損失引当金計上額92億円、ｼﾝｷ普通株式投資損失引当金計上額66億円

*1～業務粗利益・役務取引等利益・実質業務純益には金銭の信託運用損益(2006年度：307億円、2005年度：395億円)を含んでおります。

2007年
1～3月

2006年
1～3月

<3ｶ月間> <3ｶ月間>

業 務 粗 利 益
資 金 利 益

151実 質 業 務 純 益

役 務 取 引 等 利 益
特 定 取 引 利 益
そ の 他 業 務 利 益

356
経 費

526 702
213 217
109 93

374

31
140

2763
171 327

特 定 取 引 利 益 46
34 31

103

<3ｶ月間>

311 328
146 110

<3ｶ月間>

82
△ 1,058 157

187 181
124 147

当期（四半期）純利益（損失) 164△ 1,081
ｷｬｯｼｭ調整後ﾍﾞｰｽ四半期純利益(△損失) 239△ 248

2006年度 2005年度

当期（四半期）純利益（損失)

経 常 利 益 78

△102 

△20 

18 

52 

実 質 業 務 純 益
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２．貸借対照表
株式会社　新生銀行

【連結】 　　（単位：億円）
Line
No. 科　　　　　目 2007年3月末 2006年3月末 比　較

1

2 4,485 4,886 △401 
3 431 500 △69 
4 110 331 △221 
5 3,665 2,739 926 
6 3,033 1,935 1,098 
7 5,023 4,561 462 
8 18,546 14,944 3,602 
9 51,463 40,875 10,588 

10 150 121 29 
11 8,703 9,743 △1,040 
12 ア プ ラ ス ・ 昭 和 リ ー ス 連 結 に 伴 う 無 形 資 産 　　　　　　／ 681 　　　　　　／
13 　　　　　　／ 4,155 　　　　　　／
14 3,824 　　　　　　／ 　　　　　　／
15 2,441 　　　　　　／ 　　　　　　／
16 ア プ ラ ス ・ 昭 和 リ ー ス 連 結 に 伴 う 無 形 資 産 198 　　　　　　／ 　　　　　　／
17 の れ ん 1,580 　　　　　　／ 　　　　　　／
18 1 1 △0 
19 424 300 124 
20 　　　　　　／ 2,266 　　　　　　／
21 7,544 8,134 △590 
22 △1,472 △1,448 △24 
23 108,376 94,050 14,326 
24

25 49,407 39,143 10,264 
26 4,801 1,573 3,228 
27 7,032 10,189 △3,157 
28 6,927 300 6,627 
29 83 － 83 
30 1,713 1,332 381 
31 992 1,499 △507 
32 11,226 12,057 △831 
33 1 0 1 
34 4,004 2,980 1,024 
35 4,983 5,357 △374 
36 131 138 △7 
37 3 0 3 
38 35 33 2 
39 103 － 103 
40 0 0 0 
41 50 137 △87 
42 7,544 8,134 △590 
43 99,044 82,878 16,166 
44

45 　　　　　　／ 2,618 　　　　　　／
46 （ 資 本 の 部 ）
47

48 資 本 金 4,512 4,512 － 
49 資 本 剰 余 金 185 185 － 
50 利 益 剰 余 金 2,454 3,795 △1,341 
51 自 己 株 式 △725 △0 △724 
52 6,427 　　　　　　／ 　　　　　　／
53

54 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 50 22 28 
55 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △77 　　　　　　／ 　　　　　　／
56 為 替 換 算 調 整 勘 定 29 37 △8 
57 2 　　　　　　／ 　　　　　　／
58 5 　　　　　　／ 　　　　　　／
59 2,896 　　　　　　／ 　　　　　　／
60 9,332 8,553 　　　　　　／
61 108,376 94,050 14,326 

(注) １．記載金額は億円未満を切り捨てて表示しております。
２．2006年3月末の連結貸借対照表の各科目配列及び資本の部の科目名は、2007年3月末に合わせる 形にて
　 表示しております。
３．2006年3月末の負債及び純資産の部合計の金額は、少数株主持分の金額を含んでおります。

( 資 産 の 部 )

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

連 結 調 整 勘 定

支 払 承 諾 見 返

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

債 券 繰 延 資 産

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

( 負 債 の 部 )

預 金

譲 渡 性 預 金

債 券

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー

特 定 取 引 負 債

借 用 金

外 国 為 替

退 職 給 付 引 当 金

特 別 法 上 の 引 当 金

利 息 返 還 損 失 引 当 金

社 債

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

繰 延 税 金 負 債
支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

少 数 株 主 持 分
純 資 産 の 部 合 計
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

新 株 予 約 権
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株式会社　新生銀行
【単体】 　　（単位：億円）

Line
No. 2007年3月末 2006年3月末 比　較

1

2 1,900 3,152 △1,252 
3 431 500 △69 
4 110 331 △221 
5 698 402 296 
6 2,841 1,733 1,108 
7 6,873 5,564 1,309 
8 20,620 18,097 2,523 
9 △159 － △159 
10 50,752 39,612 11,140 
11 150 121 29 
12 3,256 2,826 430 
13 　　　　　／ 267 　　　　　／ 
14 207 　　　　　／ 　　　　　／ 
15 134 　　　　　／ 　　　　　／ 
16 1 1 △0 
17 355 279 76 
18 183 309 △126 
19 △1,069 △1,114 45 
20 87,289 72,086 15,203 

21

22 49,912 40,008 9,904 
23 4,801 1,573 3,228 
24 7,039 10,214 △3,175 
25 6,927 300 6,627 
26 83 － 83 
27 873 1,290 △417 
28 2,767 3,147 △380 
29 3 3 0 
30 5,624 4,470 1,154 
31 2,376 2,135 241 
32 98 100 △2 
33 7 2 5 
34 183 309 △126 
35 80,700 63,556 17,144 

36 ( 資 本 の 部 )

37

38 4,512 4,512 　　　　　－
39 185 185 　　　　　－
40 資 本 準 備 金 185 185 　　　　　－
41 2,671 3,805 △1,134 
42 利 益 準 備 金 92 77 15 
43 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,578 3,727 △1,149 
44 繰 越 利 益 剰 余 金 2,578 3,727 △1,149 
45 △725 △0 △725 
46 6,644 　　　　　／ 　　　　　／ 
47

48 41 26 15 
49 △102 　　　　　／ 　　　　　／ 
50 △60 　　　　　／ 　　　　　／ 
51 5 　　　　　／ 　　　　　／ 
52 6,588 8,530 △1,942 
53 87,289 72,086 15,203 

(注) １．記載金額は億円未満を切り捨てて表示しております。
２．2006年3月末の各貸借対照表の科目配列及び資本の部の科目名は、2007年3月末に合わせる形にて

　　　　　表示をしております。

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

( 資 産 の 部 )

債 券 繰 延 資 産

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

動 産 不 動 産

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

買 入 金 銭 債 権

コ ー ル マ ネ ー

支 払 承 諾 見 返

有 価 証 券

貸 出 金

繰 延 税 金 資 産

外 国 為 替

そ の 他 資 産

投 資 損 失 引 当 金

特 定 取 引 負 債

貸 倒 引 当 金

譲 渡 性 預 金

債 券

預 金

( 負 債 の 部 )

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

資 産 の 部 合 計

退 職 給 付 引 当 金

社 債

支 払 承 諾

借 用 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

純 資 産 の 部 合 計

株 主 資 本

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

科　　　　　目

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

新 株 予 約 権

負 債 の 部 合 計

( 純 資 産 の 部 )

資 本 金

- 5 -



株式会社　新生銀行

３．不良債権の状況

＜再生法開示債権＞【単体】 （億円）
2007年3月末 2006年9月末 2006年3月末 下半期増減 年間増減

要管理債権 162 173 211 ▲11 ▲49
危険債権 108 83 207 +24 ▲100
破産更生債権等 9 3 7 +6 +2
計　　　　　　　　　　　　　① 279 260 425 +19 ▲146
総与信残高　　　　　　　② 52,946 48,065 41,290 +4,881 +11,656
　　　　　①/② 0.53% 0.54% 1.03% ▲0.01% ▲0.50%
(参考) 要注意債権以下 1,207 998 1,193 +209 +14

＜貸倒引当金残高＞【単体】 （億円）
2007年3月末 2006年9月末 2006年3月末 下半期増減 年間増減

一般貸倒引当金 654 610 602 +44 +52
個別貸倒引当金 415 374 511 +41 ▲96
特定海外債権引当勘定 0 0 0 +0 +0
　貸倒引当金計 1,069 984 1,114 +85 ▲45

４．連結自己資本比率＊
（億円）

2007年3月末 2006年9月末 2006年3月末 下半期増減 年間増減

ＴｉｅｒⅠ 6,208 6,468 7,381 ▲260 ▲1,173
ＴｉｅｒⅡ 5,220 4,756 4,195 +464 +1,025
控除項目 ▲1,377 ▲734 ▲422 ▲643 ▲955
自己資本金額 10,050 10,490 11,153 ▲440 ▲1,103
リスクアセット 76,520 77,827 71,804 ▲1,307 +4,716
連結自己資本比率 13.13% 13.47% 15.53% ▲0.34% ▲2.40%
ＴｉｅｒⅠ比率 8.11% 8.31% 10.27% ▲0.20% ▲2.16%

*2007年3月末は新基準（バーゼルⅡ､F-IRB）により、それ以前は旧基準によりそれぞれ算出しております。
  なお、旧基準での2007年3月末の連結自己資本比率は13.73%（ＴｉｅｒⅠ比率7.65%）であります。

５．業績予想
【連結】 （億円）

2007年度 2006年度
2007年度中間期 （予想） 2006年度中間期

経　常　利　益 330 740 459 231

当期<中間>純利益（損失） 380 720 388 △ 609

【単体】 （億円）
2007年度 2006年度

2007年度中間期 （予想） 2006年度中間期

実質業務純益　* 320 660 276 549

当期<中間>純利益（損失） 340 700 415 △ 419
*  経営健全化計画ベース

- 6 -



株式会社　新生銀行

(補足資料）

１．連結自己資本について （金額：億円）

リスクアセット 自己資本 自己資本中の 自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ ＴｉｅｒⅡ 繰延税金資産

2004年3月末 44,587 9,422 7,203 2,268 228 21.13%

2005年3月末 66,109 7,789 4,630 3,386 43 11.78%

2006年3月末 71,804 11,153 7,381 4,195 163 15.53%

2007年3月末 76,520 10,050 6,208 5,220 373 13.13%

※2007年3月末は新基準（バーゼルⅡ,Ｆ-ＩＲＢ）により、それ以前は旧基準によりそれぞれ算出しております。

  なお、旧基準での2007年3月末の連結自己資本比率は13.73%（ＴｉｅｒⅠ比率7.65%）であります。

２．業務純益について　【単体】 （億円）

一般貸引繰入前*

除く債券損益

2005年度 691 657

2006年度 549 498

2007年度予想 660 660

2007年度中間期予想 320 320

* 経営健全化計画ベース

３．不良債権について

（１）処理損失

ａ．【単体】 （億円）

①一般貸倒引当金 ②不良債権処理額 ③不良債権処理額 総与信費用

純繰入額 （銀行勘定） （信託勘定） ①＋②＋③

2005年度 41 ▲ 90 － ▲ 49

2006年度 52 ▲ 54 － ▲ 1

2006年度中間期 8 ▲ 128 － ▲ 119

②＝個別貸倒引当金、貸出金償却、債権売却損など臨時損益段階の合計

ｂ．【連結】 （億円）

①一般貸倒引当金 ②不良債権処理額 ③不良債権処理額 総与信費用

純繰入額 （銀行勘定） （信託勘定） ①＋②＋③

2005年度 300 1 － 301

2006年度 335 183 － 519

2006年度中間期 247 ▲ 195 － 52

（２）残高について （億円）

自己査定

①破綻・ ②破綻懸念先 破綻懸念先以下 ③要注意先債権 ①＋②＋③計

　　実質破綻先 ①＋②

2006年3月末 7 207 214 979 1,193

2006年9月末 3 83 86 911 998

2007年3月末 9 107 116 1,090 1,207

金融再生法基準

④要管理債権 ①＋②＋④計

2006年3月末 211 425

2006年9月末 173 260

2007年3月末 162 279

- 補1 -



株式会社　新生銀行

（３）債務者区分ごとの引当率

2007年3月末 2006年9月末 2006年3月末

実質破綻・破綻先債権、無担保部分の 100.00% 100.00% 100.00%

破綻懸念先債権、無担保部分の 82.35% 73.14% 89.91%

要管理先債権、無担保部分の 57.13% 58.42% 51.32%

その他要注意先債権、無担保部分の 43.68% 31.00% 29.99%

債権額の 15.63% 14.31% 9.43%

正常先債権 債権額の 0.34% 0.32% 0.40%

（６）ディスカウント・キャッシュフロー的手法による引き当て

2002年度よりDCF法を採用。要管理先及び破綻懸念先の中で合理的にキャッシュフローを求めることのできる債務者のうち、

残高ベース上位概ね90％の先に適用。

４．保有株式について

（１）保有株式【単体】 （億円）

簿価ベース 評価差額 ＴｉｅｒⅠ

うち、関係会社株式

2006年3月末 3,527 3,376 +15 10,196

2006年9月末 3,412 3,319 +2 9,207

2007年3月末 2,736 2,537 ▲ 2 6,208

（２）減損処理について （億円）

株式等関係損益

（３勘定尻） うち、減損処理額

2005年度 ▲ 48 69

2006年度中間期 56 8

2006年度 55 8

*なお、その他特別利益には関連法人等株式売却益115億円を、その他特別損失には子会社株式評価損993億円及び

 投資損失引当金繰入額159億円を計上しております。

５．債券について【単体】 （億円）

国債等債券損益 国債等評価差額*

2005年度 34 ▲ 47

2006年度中間期 20 ▲ 30

2006年度 51 ▲ 33

*国債等評価差額は、その他有価証券のうち債券の評価差額。

６．貸出について

（１）中小企業向け貸出残高　　　　　（億円）

実績* 　 経営健全化計画（実勢ﾍﾞｰｽ純増減<除くｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝ>）

2006年3月末 21,028    2005年度年間計画+10億円に対し実績+585億円達成

2006年9月末 25,876

2007年3月末 28,812

*経営健全化計画における実勢ベース残高とは異なります。

（２）シンジケートローンの残高（億円）

2006年3月末 460

2006年9月末 680

2007年3月末 1,404

（３）不動産向けノンリコースローンの残高（億円）

2006年3月末 4,614

2006年9月末 6,658

2007年3月末 7,695

- 補2 -
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７．投資信託、保険の販売実績と手数料 （億円）

投資信託取扱手数料 保険取扱手数料

ﾌﾛｰからの手数料 ﾌﾛｰからの手数料

2004年度 40 17 1,465 25 24 548

2005年度 57 31 1,978 25 25 526

2006年度 72 37 2,265 23 22 431

８．公的資金に対する配当原資 （億円）

配当する会社名 ㈱新生銀行

2007年3月末の剰余金残高 2,578 （利益準備金を含まず）

2007年3月末のその他有価証券評価差額金 41

公的資金注入の優先株に対する年間必要配当金 9

９．配当性向の実績と目標数値（普通株式）【単体】

1株当たり配当金(年間) 配当性向

2005年度 2円96銭 5.6%

2006年度 2円66銭 －

2007年度予想

*公的資金返済後は、グローバルスタンダードに基づく収益配分を基本方針と考えております。

 配当性向につきましては20～30％という数値を中心に検討したいと考えております。

ﾌﾛｰの販売額 ﾌﾛｰの販売額

配当水準については検討中

- 補3 -
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繰延税金資産の算出根拠について

　当行は、一時国有化時代の不良債権処理に伴う引当処理により、

２００７年３月末現在、約1,500億円の税務上の繰越欠損金と、

約3,500億円の将来減算一時差異を有しております。

　課税所得見積もり期間につきましては、引き続き１年を採用しております。

また、２００３年度より連結納税制度を導入していることから、連結納税を

勘案した計数にて算出しております。

１．今後1年間の調整前課税利益見積額

　・今後1年間の収益見通しに基づき算出しております。

実質業務純益

税引前当期純利益

調整前課税所得（連結納税勘案後）　（Ａ）

（参考）過去5年間の調整前課税所得【単体】

（億円）

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

519 661 648 668 639

２．繰延税金資産の純額（2007/3【単体】）

上記（Ａ）調整前課税所得に対応する繰延税金資産 400 億円

繰延税金負債 45 億円

貸借対照表上の繰延税金資産 355 億円

繰越欠損金 639 億円
有価証券有税償却 594 億円
償却・引当金 461 億円
退職給付引当金 76 億円
その他 335 億円
評価性引当額 △ 1,706 億円

３．TierⅠに占める割合【連結】
（億円）

2005年度 2006年度中間期 2006年度

繰延税金資産（繰延税金負債控除後） 163 169 373

TierⅠ 7,381 6,468 6,208

TierⅠに占める割合 2.2% 2.6% 6.0%

 660億円

 650億円

1,074億円

(*)内訳

(*)

繰延税金資産



※本データは株式会社アプラスの開示データに基づくもの（新生銀行への連結前） 株式会社　新生銀行

【参考】　株式会社アプラス（連結子会社）　主要計数　 (億円)

連結損益

2006年度

（2006/4/1～

2007/3/31、12ｶ月）

2006年度9月期

（2006/4/1～

2006/9/30、6ｶ月）

2006年3月期

（2005/9/1～

2006/3/31、6ｶ月)

2005年9月期

（2005/4/1～

2005/9/30、6ｶ月）

営業収益 1,114 573 517 495
総合あっせん 89 42 34 30
個品あっせん 205 102 68 67
信用保証 264 138 146 154
融資 449 239 213 198

消費者金融 446 237 211 196
カードキャッシング 203 105 103 100
ローンカード 209 115 95 84
その他消費者金融 34 16 12 11

その他融資 2 1 1 1
金融収益 23 10 10 9
その他 82 40 44 35

営業費用 1,263 539 435 432
販売費及び一般管理費 1,206 513 413 405

貸倒引当金繰入額 478 175 130 137
その他 728 337 282 268

金融費用 56 25 22 26
営業利益 (149) 34 81 63
経常利益 (149) 35 81 64
特別損益 (87) (14) (13) (3)
税引前当期（中間）純利益 (237) 21 68 61
当期（中間）純利益 (293) 5 83 80

(億円)

連結財務、営業債権、その他 2007年3月末 2006年9月末 2006年3月末 2005年9月末

総資産 15,507 16,082 15,931 15,429
総負債 14,912 15,342 15,161 14,694
純資産 595 740 769 734

営業債権残高　（連結） 12,244 13,291 13,150 13,583
割賦売掛金 5,301 6,047 5,687 5,416

総合あっせん 421 394 369 285
個品あっせん 2,338 2,968 2,538 2,436
融資 2,539 2,682 2,777 2,667

消費者金融 2,418 2,533 2,340 2,228
カードキャッシング 638 700 663 645
ローンカード 1,231 1,337 1,319 1,040
その他消費者金融 548 495 357 543

その他融資 121 149 436 438
その他 1 1 1 27

信用保証割賦売掛金 6,942 7,243 7,463 8,167

加盟店数　（千店、連結） 832 897 648 634
有効カード会員数　（千人、単体） 7,612 7,359 6,841 6,263
カード新規獲得枚数　（千枚、単体） 1,624 905 891 887
貸付金利別残高　（億円、単体） * 1,911 2,043

～15.0% 9 9
～18.0% 306 329
～20.0% 152 152
～25.0% 506 527
～29.2% 935 1,024
うち、クレジットカードキャッシング 712 757
うち、ローンカード 1,199 1,285

１口座あたり残高　（千円、単体） 367 371
クレジットカードキャッシング 233 242
ローンカード 555 541

* アプラス単体におけるカードキャッシング、ローンカードの残高（2007年3末、1,611億円、2006年9月末、1,772億円）を

管理上の営業債権ベースで示したもの。

■グレーゾーン関連
2006年度(2006/4/1～2007/3/31、12ヶ月)において、利息返還損失引当金関連費用115億円を計上。
(2007年3月末の利息返還損失引当金は103億円）

（参考データ）

アプラス



※シンキ株式会社の2007年5月9日公表データに基づく 株式会社　新生銀行

(億円)

単体損益関連 2006年度 2005年度
2006年度

中間期
2005年度

中間期

営業収益 444 505 230 255
うち、貸付金利息 237 279 125 136
うち、信託受益権分配金 194 211 98 110
その他 13 13 6 7

営業費用 661 437 222 206
金融費用 17 19 8 10
その他営業費用 645 417 214 195

貸倒引当金繰入額・償却関連費用 469 200 123 89
その他 175 217 90 106

営業利益 (217) 67 7 48
経常利益 (216) 68 8 49
特別損益 (137) 2 (133) 2
税引前当期（中間）純利益 (352) 70 (124) 51
当期（中間）純利益 (399) 41 (154) 29

単体財務、貸付金残高、その他 2007年3月末 2006年3月末 2006年9月末 2005年9月末

総資産 1,519 1,897 1,719 1,955
総負債 1,249 1,211 1,201 1,280
純資産 270 685 518 674

貸付金残高
　（1) 1,764 1,994 1,875 2,119

消費者向け 1,258 1,368 1,300 1,448
無担保ローン 1,250 1,363 1,296 1,442
有担保ローン 7 4 4 5

事業者向け 506 626 575 670
証書貸付 3 6 4 9
ノーローンビジネス 501 618 569 657
有担保貸付 0 1 0 3

店舗数　（店） 544 610 572 568
加重平均約定金利　（％） 27.11 26.60 27.18 27.23

消費者向け 27.50 26.91 27.59 27.60
無担保ローン 27.58 26.97 27.65 27.67
有担保ローン 13.96 11.15 11.07 11.61

事業者向け 26.14 25.93 26.24 26.42
証書貸付 21.66 21.26 21.29 22.21
ノーローンビジネス 26.19 26.02 26.30 26.57
有担保貸付 11.32 9.68 11.54 9.19

加重平均借入金利　（％）

期中加重平均 1.66 1.82 1.64 1.96
期末加重平均 1.69 1.63 1.68 1.80

(1) 信託譲渡した営業貸付金を含み、固定化営業債権を除く

■グレーゾーン関連：
　2006年度（12ヶ月）において、シンキ単体で利息返還損失引当金関連費用379億円（営業費用に265億円、特別損失に114億円）

  を計上。なお、2007年3月末の利息返還損失関連の引当金（含む貸倒引当金）は363億円。

（参考データ）

（参考データ）

【参考】　シンキ株式会社　（持分法適用会社）　主要計数　

シンキ




